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（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

リ 介護職員等特定処遇改善加算 チ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定地域密着型特定施設が、利用者に対し、指定地域密着 た指定地域密着型特定施設が、利用者に対し、指定地域密着

型特定施設入居者生活介護を行った場合は、当該基準に掲げ 型特定施設入居者生活介護を行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからトまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヘまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の18に相当する単位数 定した単位数の1000分の18に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからトまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヘまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の12に相当する単位数 定した単位数の1000分の12に相当する単位数

７ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 ７ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

イ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 イ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

⑴ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 （１日に ⑴ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 （１日に(Ⅰ) (Ⅰ)

つき） つき）

㈠ 要介護１ 582単位 ㈠ 要介護１ 567単位

㈡ 要介護２ 651単位 ㈡ 要介護２ 636単位

㈢ 要介護３ 722単位 ㈢ 要介護３ 706単位

㈣ 要介護４ 792単位 ㈣ 要介護４ 776単位

㈤ 要介護５ 860単位 ㈤ 要介護５ 843単位

⑵ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 （１日に ⑵ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 （１日に(Ⅱ) (Ⅱ)

つき） つき）

㈠ 要介護１ 582単位 ㈠ 要介護１ 567単位

㈡ 要介護２ 651単位 ㈡ 要介護２ 636単位

㈢ 要介護３ 722単位 ㈢ 要介護３ 706単位

㈣ 要介護４ 792単位 ㈣ 要介護４ 776単位

㈤ 要介護５ 860単位 ㈤ 要介護５ 843単位

ロ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 ロ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費
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⑴ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 ⑴ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

（１日につき） （１日につき）(Ⅰ)

㈠ 要介護１ 661単位 ㈠ 要介護１ 646単位

㈡ 要介護２ 730単位 ㈡ 要介護２ 714単位

㈢ 要介護３ 803単位 ㈢ 要介護３ 787単位

㈣ 要介護４ 874単位 ㈣ 要介護４ 857単位

㈤ 要介護５ 942単位 ㈤ 要介護５ 925単位

⑵ 経過的ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活 ⑵ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

介護費（１日につき） （１日につき）(Ⅱ)

㈠ 要介護１ 661単位 ㈠ 要介護１ 646単位

㈡ 要介護２ 730単位 ㈡ 要介護２ 714単位

㈢ 要介護３ 803単位 ㈢ 要介護３ 787単位

㈣ 要介護４ 874単位 ㈣ 要介護４ 857単位

㈤ 要介護５ 942単位 ㈤ 要介護５ 925単位

ハ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費（１日 ハ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費（１日

につき） につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)⑴ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 ⑴ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

㈠ 要介護１ 676単位 ㈠ 要介護１ 661単位

㈡ 要介護２ 742単位 ㈡ 要介護２ 726単位

㈢ 要介護３ 812単位 ㈢ 要介護３ 796単位

㈣ 要介護４ 878単位 ㈣ 要介護４ 861単位

㈤ 要介護５ 943単位 ㈤ 要介護５ 926単位

(Ⅱ) (Ⅱ)⑵ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 ⑵ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

㈠ 要介護１ 676単位 ㈠ 要介護１ 661単位

㈡ 要介護２ 742単位 ㈡ 要介護２ 726単位

㈢ 要介護３ 812単位 ㈢ 要介護３ 796単位

㈣ 要介護４ 878単位 ㈣ 要介護４ 861単位

㈤ 要介護５ 943単位 ㈤ 要介護５ 926単位

ニ 経過的ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者 ニ ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

生活介護費（１日につき） 護費（１日につき）

⑴ 経過的ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所 ⑴ ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活



- 252 -

(Ⅰ) (Ⅰ)者生活介護費 介護費

㈠ 要介護１ 748単位 ㈠ 要介護１ 732単位

㈡ 要介護２ 813単位 ㈡ 要介護２ 797単位

㈢ 要介護３ 885単位 ㈢ 要介護３ 868単位

㈣ 要介護４ 952単位 ㈣ 要介護４ 934単位

㈤ 要介護５ 1,016単位 ㈤ 要介護５ 998単位

⑵ 経過的ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所 ⑵ ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

(Ⅱ) (Ⅱ)者生活介護費 介護費

㈠ 要介護１ 748単位 ㈠ 要介護１ 732単位

㈡ 要介護２ 813単位 ㈡ 要介護２ 797単位

㈢ 要介護３ 885単位 ㈢ 要介護３ 868単位

㈣ 要介護４ 952単位 ㈣ 要介護４ 934単位

㈤ 要介護５ 1,016単位 ㈤ 要介護５ 998単位

注１～４ （略） 注１～４ （略）

５ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、安 （新設）

全管理体制未実施減算として、１日につき５単位を所定単

位数から減算する。

６ 栄養管理について、別に厚生労働大臣が定める基準を満 （新設）

たさない場合は、１日につき14単位を所定単位数から減算

する。

７～10 （略） ５～８ （略）

11 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ９ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設に て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設に

おいて、外部との連携により、入所者の身体の状況等の評 おいて、入所者に対して機能訓練を行った場合は、生活機

価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合には、 能向上連携加算として、１月につき200単位を所定単位数

当該基準に掲げる区分に従い、⑴については、利用者の急 に加算する。ただし、注10を算定している場合は、１月に

性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場合を除 つき100単位を所定単位数に加算する。

き３月に１回を限度として、１月につき、⑵については１

月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、注
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12を算定している場合、⑴は算定せず、⑵は１月につき10

0単位を所定単位数に算定する。

⑴ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

12 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士 10 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士

等を１名以上配置しているものとして市町村長に届け出た 等を１名以上配置しているものとして市町村長に届け出た

指定地域密着型介護老人福祉施設において、入所者に対し 指定地域密着型介護老人福祉施設において、入所者に対し

て、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員そ て、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員そ

の他の職種の者が共同して、入所者ごとに個別機能訓練計 の他の職種の者が共同して、入所者ごとに個別機能訓練計

画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っ 画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っ

ている場合は、個別機能訓練加算 として、１日につき12 ている場合は、個別機能訓練加算として、１日につき12単(Ⅰ)

単位を所定単位数に加算する。また、個別機能訓練加算 位を所定単位数に加算する。(Ⅰ)

を算定している場合であって、かつ、個別機能訓練計画の

内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の実施に当

たって、当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施の

(Ⅱ)ために必要な情報を活用した場合は、個別機能訓練加算

として、１月につき20単位を所定単位数に加算する。

13 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし （新設）

て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設に

おいて、入所者に対して指定地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生

労働大臣が定める期間をいう。）の満了日の属する月の翌

月から12月以内の期間に限り、当該基準に掲げる区分に従

い、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する

。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合

においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ ＡＤＬ維持等加算 30単位(Ⅰ)

⑵ ＡＤＬ維持等加算 60単位(Ⅱ)

14 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 11 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設に て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設に

おいて、若年性認知症入所者（介護保険法施行令第２条第 おいて、若年性認知症入所者（介護保険法施行令第２条第
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６号に規定する初老期における認知症によって要介護者と ６号に規定する初老期における認知症によって要介護者と

なった入所者をいう。）に対して指定地域密着型介護老人 なった入所者をいう。）に対して指定地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活介護を行った場合は、若年性認知症入 福祉施設入所者生活介護を行った場合は、若年性認知症入

所者受入加算として、１日につき120単位を所定単位数に 所者受入加算として、１日につき120単位を所定単位数に

加算する。ただし、ツを算定している場合は、算定しない 加算する。ただし、ナを算定している場合は、算定しない

。 。

15～18 （略） 12～15 （略）

19 入所者に対して居宅における外泊を認め、指定地域密着 16 入所者に対して居宅における外泊を認め、指定地域密着

型介護老人福祉施設が居宅サービスを提供する場合は、１ 型介護老人福祉施設が居宅サービスを提供する場合は、１

月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき560 月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき560

単位を算定する。ただし、外泊の初日及び最終日は算定せ 単位を算定する。ただし、外泊の初日及び最終日は算定せ

ず、注18に掲げる単位を算定する場合は算定しない。 ず、注15に掲げる単位を算定する場合は算定しない。

20・21 （略） 17・18 （略）

ホ （略） ホ （略）

ヘ 再入所時栄養連携加算 200単位 ヘ 再入所時栄養連携加算 400単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型

介護老人福祉施設に入所（以下この注において「一次入所」 介護老人福祉施設に入所（以下この注において「一次入所」

という。）している者が退所し、当該者が病院又は診療所に という。）している者が退所し、当該者が病院又は診療所に

入院した場合であって、当該者が退院した後に再度当該指定 入院した場合であって、当該者が退院した後に再度当該指定

地域密着型介護老人福祉施設に入所（以下この注において「 地域密着型介護老人福祉施設に入所（以下この注において「

二次入所」という。）する際、二次入所において必要となる 二次入所」という。）する際、二次入所において必要となる

栄養管理が、一次入所の際に必要としていた栄養管理とは大 栄養管理が、一次入所の際に必要としていた栄養管理とは大

きく異なるため、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の管 きく異なるため、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の管

理栄養士が当該病院又は診療所の管理栄養士と連携し当該者 理栄養士が当該病院又は診療所の管理栄養士と連携し当該者

に関する栄養ケア計画を策定した場合に、入所者１人につき に関する栄養ケア計画を策定した場合に、入所者１人につき

１回を限度として所定単位数を加算する。ただし、イからニ １回を限度として所定単位数を加算する。ただし、チを算定

までの注６を算定している場合は、算定しない。 していない場合は、算定しない。

ト （略） ト （略）

（削る） チ 栄養マネジメント加算 14単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町

村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設における管
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理栄養士が、継続的に入所者ごとの栄養管理をした場合、栄

養マネジメント加算として、１日につき所定単位数を加算す

る。

チ 栄養マネジメント強化加算 11単位 リ 低栄養リスク改善加算 300単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町 注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着

村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設において、 型介護老人福祉施設において、低栄養状態にある入所者又

入所者ごとの継続的な栄養管理を強化して実施した場合、栄 は低栄養状態のおそれのある入所者に対して、医師、歯科

養マネジメント強化加算として、１日につき所定単位数を加 医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種

算する。ただし、イからニまでの注６を算定している場合は の者が共同して、入所者の栄養管理をするための会議を行

、算定しない。 い、入所者ごとに低栄養状態の改善等を行うための栄養管

理方法等を示した計画を作成した場合であって、当該計画

に従い、医師又は歯科医師の指示を受けた管理栄養士又は

栄養士（歯科医師が指示を行う場合にあっては、当該指示

を受けた管理栄養士又は栄養士が、医師の指導を受けてい

る場合に限る。）が、栄養管理を行った場合に、当該計画

が作成された日の属する月から６月以内の期間に限り、１

月につき所定単位数を加算する。ただし、栄養マネジメン

ト加算を算定していない場合又は経口移行加算若しくは経

口維持加算を算定している場合は、算定しない。

（削る） ２ 低栄養状態の改善等を行うための栄養管理方法等を示し

た計画に基づき、管理栄養士又は栄養士が行う栄養管理が

、当該計画が作成された日から起算して６月を超えた期間

に行われた場合であっても、低栄養状態の改善等が可能な

者であって、医師の指示に基づき継続して栄養管理が必要

とされるものに対しては、引き続き当該加算を算定できる

ものとする。

リ 経口移行加算 28単位 ヌ 経口移行加算 28単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着 注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着

型介護老人福祉施設において、医師の指示に基づき、医師 型介護老人福祉施設において、医師の指示に基づき、医師

、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他 、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他

の職種の者が共同して、現に経管により食事を摂取してい の職種の者が共同して、現に経管により食事を摂取してい
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る入所者ごとに経口による食事の摂取を進めるための経口 る入所者ごとに経口による食事の摂取を進めるための経口

移行計画を作成している場合であって、当該計画に従い、 移行計画を作成している場合であって、当該計画に従い、

医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養管理 医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養管理

及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行われた場合は 及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行われた場合は

、当該計画が作成された日から起算して180日以内の期間 、当該計画が作成された日から起算して180日以内の期間

に限り、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イか に限り、１日につき所定単位数を加算する。ただし、栄養

らニまでの注６を算定している場合は、算定しない。 マネジメント加算を算定していない場合は算定しない。

２ （略） ２ （略）

ヌ 経口維持加算 ル 経口維持加算

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略）

注１ ⑴については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合す 注１ ⑴については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合す

る指定地域密着型介護老人福祉施設において、現に経口に る指定地域密着型介護老人福祉施設において、現に経口に

より食事を摂取する者であって、摂食機能障害を有し、誤 より食事を摂取する者であって、摂食機能障害を有し、誤

嚥が認められる入所者に対して、医師又は歯科医師の指示 嚥が認められる入所者に対して、医師又は歯科医師の指示
えん えん

に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支 に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支

援専門員その他の職種の者が共同して、入所者の栄養管理 援専門員その他の職種の者が共同して、入所者の栄養管理

をするための食事の観察及び会議等を行い、入所者ごとに をするための食事の観察及び会議等を行い、入所者ごとに

、経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維持 、経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維持

計画を作成している場合であって、当該計画に従い、医師 計画を作成している場合であって、当該計画に従い、医師

又は歯科医師の指示（歯科医師が指示を行う場合にあって 又は歯科医師の指示（歯科医師が指示を行う場合にあって

は、当該指示を受ける管理栄養士等が医師の指導を受けて は、当該指示を受ける管理栄養士等が医師の指導を受けて

いる場合に限る。）を受けた管理栄養士又は栄養士が、栄 いる場合に限る。注３において同じ。）を受けた管理栄養

養管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する 士又は栄養士が、栄養管理を行った場合に、当該計画が作

。ただし、イからニまでの注６又は経口移行加算を算定し 成された日の属する月から起算して６月以内の期間に限り

ている場合は算定しない。 、１月につき所定単位数を加算する。ただし、経口移行加

算を算定している場合又は栄養マネジメント加算を算定し

ていない場合は算定しない。

２ （略） ２ （略）

（削る） ３ 経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維持

計画が作成された日の属する月から起算して６月を超えた

場合であっても、摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる
えん
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入所者であって、医師又は歯科医師の指示に基づき、継続

して誤嚥防止のための食事の摂取を進めるための特別な管
えん

理が必要とされるものに対しては、引き続き当該加算を算

定できるものとする。

（削る） ヲ 口腔衛生管理体制加算 30単位
くう

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型

介護老人福祉施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を

受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術
くう

的助言及び指導を月１回以上行っている場合に、１月につき

所定単位数を加算する。

ル 口腔衛生管理加算 ワ 口腔衛生管理加算 90単位
くう くう

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型

介護老人福祉施設において、入所者に対し、歯科衛生士が口 介護老人福祉施設において、次に掲げるいずれの基準にも該

腔衛生の管理を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い 当する場合に、１月につき所定単位数を加算する。ただし、
くう

、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た この場合において、口腔衛生管理体制加算を算定していない
くう

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合におい 場合は、算定しない。

ては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 口腔衛生管理加算 90単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔衛生管理加算 110単位 （新設）(Ⅱ)
くう

（削る） イ 歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、

口腔ケアを月２回以上行うこと。
くう

（削る） ロ 歯科衛生士が、イにおける入所者に係る口腔ケアについ
くう

て、介護職員に対し、具体的な技術的助言及び指導を行う

こと。

（削る） ハ 歯科衛生士が、イにおける入所者の口腔に関する介護職
くう

員からの相談等に必要に応じ対応すること。

ヲ・ワ （略） カ・ヨ （略）

カ 看取り介護加算 タ 看取り介護加算

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの 注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの

として市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施 として市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施

設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する入 設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する入
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所者について看取り介護を行った場合においては、看取り 所者について看取り介護を行った場合においては、看取り

介護加算 として、死亡日以前31日以上45日以下について 介護加算 として、死亡日以前４日以上30日以下について(Ⅰ) (Ⅰ)

は１日につき72単位を、死亡日以前４日以上30日以下につ は１日につき144単位を、死亡日の前日及び前々日につい

いては１日につき144単位を、死亡日の前日及び前々日に ては１日につき680単位を、死亡日については１日につき1

ついては１日につき680単位を、死亡日については１日に ,280単位を死亡月に加算する。ただし、退所した日の翌日

つき1,280単位を死亡月に加算する。ただし、退所した日 から死亡日までの間は、算定しない。

の翌日から死亡日までの間は、算定しない。

２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの ２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの

として市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施 として市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施

設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する入 設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する入

所者について看取り介護を行った場合においては、当該入 所者について看取り介護を行った場合においては、当該入

所者が当該指定地域密着型介護老人福祉施設内で死亡した 所者が当該指定地域密着型介護老人福祉施設内で死亡した

場合に限り、看取り介護加算 として、死亡日以前31日以 場合に限り、看取り介護加算 として、死亡日以前４日以(Ⅱ) (Ⅱ)

上45日以下については１日につき72単位を、死亡日以前４ 上30日以下については１日につき144単位を、死亡日の前

日以上30日以下については１日につき144単位を、死亡日 日及び前々日については１日につき780単位を、死亡日に

の前日及び前々日については１日につき780単位を、死亡 ついては１日につき1,580単位を死亡月に加算する。ただ

日については１日につき1,580単位を死亡月に加算する。 し、看取り介護加算 を算定している場合は、算定しない(Ⅰ)

ただし、看取り介護加算 を算定している場合は、算定し 。(Ⅰ)

ない。

ヨ～ツ （略） レ～ナ （略）

ネ 褥瘡マネジメント加算 ラ 褥瘡マネジメント加算 10単位
じょくそう じょくそう

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設におい 市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設におい

て、継続的に入所者ごとの褥瘡管理をした場合は、当該基準 て、継続的に入所者ごとの褥瘡管理をした場合は、３月に１
じょくそう じょくそう

に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数を加 回を限度として、所定単位数を加算する。

算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 褥瘡マネジメント加算 ３単位 （新設）(Ⅰ)
じょくそう

⑵ 褥瘡マネジメント加算 13単位 （新設）(Ⅱ)
じょくそう

ナ 排せつ支援加算 ム 排せつ支援加算 100単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 排せつに介護を要する入所者であって、適切な対応を行う
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市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設におい ことにより、要介護状態の軽減が見込まれると医師又は医師

て、継続的に入所者ごとの排せつに係る支援を行った場合は と連携した看護師が判断した者に対して、指定地域密着型介

、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定 護老人福祉施設の医師、看護師、介護支援専門員その他の職

単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算 種が共同して、当該入所者が排せつに介護を要する原因を分

定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定 析し、それに基づいた支援計画を作成し、当該支援計画に基

しない。 づく支援を継続して実施した場合は、支援を開始した日の属

する月から起算して６月以内の期間に限り、１月につき所定

単位数を加算する。ただし、同一入所期間中に排せつ支援加

算を算定している場合は、算定しない。

⑴ 排せつ支援加算 10単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 排せつ支援加算 15単位 （新設）(Ⅱ)

⑶ 排せつ支援加算 20単位 （新設）(Ⅲ)

ラ 自立支援促進加算 300単位 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設におい

て、継続的に入所者ごとの自立支援を行った場合は、１月に

つき所定単位数を加算する。

ム 科学的介護推進体制加算 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入

所者に対し指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき

次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいず

れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその

他の加算は算定しない。

⑴ 科学的介護推進体制加算 40単位(Ⅰ)

⑵ 科学的介護推進体制加算 50単位(Ⅱ)

ウ 安全対策体制加算 20単位 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものと

して市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が

、入所者に対し、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生
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活介護を行った場合、安全対策体制加算として、入所初日に

限り所定単位数を加算する。

ヰ サービス提供体制強化加算 ウ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入 市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入

所者に対し指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 所者に対し指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき

次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいず 次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいず

れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその

他の加算は算定しない。また、日常生活継続支援加算を算定 他の加算は算定しない。また、日常生活継続支援加算を算定

している場合は、算定しない。 している場合は、算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 22単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 18単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ⑷ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

ノ 介護職員処遇改善加算 ヰ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定地域密着型介護老人福祉施設が、入所者に対し、指定地 指定地域密着型介護老人福祉施設が、入所者に対し、指定地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合は、 域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの間、 当該基準に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの間（

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲 ⑷及び⑸については、別に厚生労働大臣が定める期日までの

げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲 間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、

げるその他の加算は算定しない。 次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからヰまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからウまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の83に相当する単位数 単位数の1000分の83に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからヰまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからウまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の60に相当する単位数 単位数の1000分の60に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからヰまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからウまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の33に相当する単位数 単位数の1000分の33に相当する単位数
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（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

オ 介護職員等特定処遇改善加算 ノ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入所者に対し、指定 た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入所者に対し、指定

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合は 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合は

、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単 、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単

位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定 位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し

ない。 ない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヰまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからウまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の27に相当する単位数 定した単位数の1000分の27に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヰまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからウまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の23に相当する単位数 定した単位数の1000分の23に相当する単位数

８ 複合型サービス費 ８ 複合型サービス費

イ 看護小規模多機能型居宅介護費（１月につき） イ 看護小規模多機能型居宅介護費（１月につき）

⑴ 同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合 ⑴ 同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合

㈠ 要介護１ 12,438単位 ㈠ 要介護１ 12,401単位

㈡ 要介護２ 17,403単位 ㈡ 要介護２ 17,352単位

㈢ 要介護３ 24,464単位 ㈢ 要介護３ 24,392単位

㈣ 要介護４ 27,747単位 ㈣ 要介護４ 27,665単位

㈤ 要介護５ 31,386単位 ㈤ 要介護５ 31,293単位

⑵ 同一建物に居住する者に対して行う場合 ⑵ 同一建物に居住する者に対して行う場合

㈠ 要介護１ 11,206単位 ㈠ 要介護１ 11,173単位

㈡ 要介護２ 15,680単位 ㈡ 要介護２ 15,634単位

㈢ 要介護３ 22,042単位 ㈢ 要介護３ 21,977単位

㈣ 要介護４ 25,000単位 ㈣ 要介護４ 24,926単位

㈤ 要介護５ 28,278単位 ㈤ 要介護５ 28,195単位


